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わが国では，新幹線や空港から離れた高速交通体系の未整備な地域が全国に多数点在しているため，目

的地によっては大幅に移動時間を要する場合がある．そこで本研究では東日本地域を対象とし，既存の高

速交通体系ではアクセスが困難な観光地を目的地とした路線において水上飛行機導入を想定する．既存の

交通手段である鉄道・幹線バス，自動車と本研究で想定する水上飛行機の三肢の交通手段選択問題とし，

表明選好法を用いた交通手段選択モデルを構築した．本研究の交通手段選択モデルではトリップ目的を観

光とし，各交通手段の費用と時間に加え，水上飛行機の遅延率，遅延時間，欠航率を説明変数として考慮

した．また，構築した交通手段選択モデルを用いて感度分析を行い，水上飛行機のサービスレベルが変化

した際の利用者の交通機関選択確率を算出した． 
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1. はじめに 

 

新幹線や航空機など，わが国の高速交通体系ではアク

セスが困難な地域が全国各地に点在している．それを解

消するために，筆者らが参加している研究会などにおい

て，水上飛行機を活用した航空ネットワーク構築が提案

されている．水上飛行機導入により，高速交通体系が未

整備な地域においても移動時間の短縮が期待できる．ま

た，水上で離発着するため，大規模な空港を必要としな

い．さらに，新たな企業立地等が期待され，地域全体も

活性化すると考えられる． 

実際にわが国においても，大正から昭和40年代にかけ

て，西日本を中心として水上飛行機による国内定期便が

就航していた．海外では，カナダやアメリカの西海岸で

入り江や湖沼，河川を利用した20人程度が搭乗可能な水

上飛行機による旅客輸送が活発である．また，近年にな

ってクロアチアやイギリスなどのヨーロッパや香港など

のアジアでも水上飛行機輸送事業が始まっている1）． 

水上空港の知見としては，新機械システムセンター2）

が，水上飛行機の運航に関わる諸条件を整理し，全国各

地において水上飛行場の設置可能性を詳細に検討してい

る．その結果，日本各地の沿岸や湖沼などには，水上飛

行場設置の適地が多数存在することを明らかにしている．

角田ら3）は，海外の水上飛行場の利用実態を明らかにし，

日本への導入における検討課題と水上空港設置の立地条

件についてまとめている．その結果，わが国でも水上飛

行機を展開できる可能性は十分あると結論づけている． 

本研究の先行研究において筆者ら4）は，水上飛行機を

東日本の太平洋沿岸の港湾，湖沼を中心に導入した際の

水上飛行機のサービスレベルに対する利用者の行動変化

に関する感度分析を行い，水上飛行機のサービスレベル

のあり方に関して基礎的な考察を行っている．その結果，

既存交通の便が悪い地域に水上飛行機を導入することが

効果的であることが明らかとなった．また，運航採算性

を十分に確保するためのロードファクターを達成するた

めには，鉄道・幹線バスのラインホール本数が少ない地

域ほど水上飛行機の運航本数を多く設定しなければなら

ないことがわかった．この先行研究では，交通手段を水

上飛行機，鉄道・幹線バスとし，旅客純流動調査のRP

データを用いてモデル構築を行ったが，OD間での利用
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数が高い自動車を含めた分析は行っていない．さらに，

航空機データを水上飛行機利用者の行動と仮定しパラメ

ータ推定を行っている．水上飛行機の特徴を踏まえた利

用動向分析は今後の課題となっていた． 

そこで本研究では，既存の交通手段である鉄道・幹線

バス，自動車と本研究で導入を想定する水上飛行機の三

肢の交通手段選択問題として，表明選好法を用いた交通

手段選択モデルを構築する．その上で，水上飛行機のサ

ービスレベルが変化した際の利用者の交通手段選択確率

の変動を明らかにすることを目的とする． 

 

 

2. 東日本復興水上空港ネットワーク構想 

 

日本大学理工学部において，伊澤岬名誉教授を中心と

した「東日本復興水上空港ネットワーク構想研究会5）」

が2011年に立ち上がった．この研究会では，計画地域に

おける各種ニーズ，これまでの高速交通体系や総合交通

体系の構築に向けた取り組みを踏まえたうえで，地域特

性に合致した新たな交通体系として，水上空港整備なら

びに水上飛行機を活用した航空輸送の導入，航空ネット

ワーク構築の可能性について研究を進めている．さらに，

東日本における水上空港ネットワーク構築の可能性の調

査・考察を行い，具体的なプランとして検討している． 

本研究は当研究会の活動の一環として，水上飛行機を

導入した場合の利用者行動変化について分析する． 

 

 

3. 対象地域 

 

本研究では，「東日本復興水上空港ネットワーク構想

研究会」で提案している東日本エリアを中心とした宮

古・猪苗代湖・小名浜・中禅寺湖・東京・下田の6地域 

 

 

図-1 水上空港構想位置 

を対象とした．水上空港は東日本の太平洋沿岸の入江，

港湾，湖沼を中心に設置されるとし，東京湾を除いては

いずれも新幹線や陸上空港から離れた地域を結ぶもので

ある．ただし，宮古に関しては，出発地の東京湾から距

離が遠いため塩竈を経由地として利用する．本研究の水

上空港想定位置を図-1に示す． 

 

 

4. 交通手段選択モデル 

 

(1) 分析手法 

 水上飛行機導入による交通行動の変化を分析するにあ

たり，個人が交通機関を選択する上での行動原理や意思

決定構造を分析・考察することが可能である非集計モデ

ルを採用する．本研究では，対象地域において目的地ま

で一般的な移動手段として考えられる鉄道・幹線バス、

自動車と水上飛行機を対象とした多項ロジットモデル及

びネスティッドロジットモデルを使用し，良好な値が算

出された方のモデルを採用する．本研究で使用する多項

ロジットモデル及び効用関数を式(1)，(2)に，ネスティ

ッドロジットモデルを式(3)に示す． 
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(2) 使用データ 

全国幹線旅客純流動調査2010年（以下，純流動調査）

で行われたアンケート個票に示されているODと経路を

利用する．なお，出発地・目的地は全国の都道府県を

207ゾーンに区分したゾーンを用いて，ゾーンの中心都

市の市役所，町役場とした．また，各径路利用の所要時

間，運賃，運航頻度においては「JTB時刻表2014年8月」

のデータ，「Googleマップ」，「NAVITIME」にて検索

した結果をデータとしてを使用した． 
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(3) 水上飛行機交通前提条件 

水上飛行機の総所要時間，総費用は，先行研究で設定

した東京都市圏から宮古市へアクセスする際の前提条件

の総所要時間180分，総費用30,000円を基本とし，表-1の

通り原単位を設定する．また，欠航率，遅延率について

は，風速7m以上，視界は管制区・管制圏では最低視程3

マイル，非管制区では1マイルで欠航もしくは遅延とた．

本研究では，これらの条件を基本ケースとする． 

 

(4) アンケート調査 

アンケート調査の概要を表-2に示す．本アンケート調

査では，各地域にパターンを3つ設置した．パターン1は

水上飛行機基本ケースより値を大きくしたもの，パター

ン2は水上飛行機基本ケース，パターン3は水上飛行機基

本ケースより値を小さくしたものとした．なお，アンケ

ート調査よりサービスレベルを変動した際の交通手段選

択確率の結果を表-3に示す．各地域のパターン1とパタ

ーン2を比較すると水上飛行機の選択確率は大きな変動

は得られなかったが，パターン2とパターン3を比較する

とパターン3の水上飛行機の選択確率はパターン2の2倍

以上選択される結果となった． 

 

(5) パラメータ推定結果 

多項ロジットモデルのパラメータ推定結果を表-4，ネ

スティッドロジットモデルのパラメータ推定結果を表-5

に示す．すべての説明変数についてのt値（絶対値）が

2.50以上であり，99%有意水準を満たしており，符号条

件も想定と合致している．二つのモデルを比べると，ネ

スティッドロジットモデルは多項ロジットモデルより尤

度比において良好な値が算出されたため，こちらのパラ 

 

表-1 水上飛行機サービスレベル原単位の設定条件 

 

 

表-2 アンケート調査概要 

 

メータを採用する．ネスティッドロジットモデルのパラ

メータ推定結果より，欠航率のt値が-4.76，パラメータ

値は-1.35と一番大きく，本モデルの影響度合いが最も高

いことがわかる． 

 

 

5. 水上飛行機交通条件の変化に伴う感度分析 

 

水上飛行機の総費用，欠航率を変化させた際，水上飛

行機がどの程度選択されるかを明らかにするため，構築

したモデルを用いて感度分析を行う． 

 

表-3 サービスレベル変動による交通手段選択確率 

 

 

表-4 多項ロジットモデルパラメータ推定結果 

 

 

表-5 ネスティッドロジットモデルパラメータ推定結果 

 

 

 

サービスレベル 水上飛行機

速度(km/min) 2.5

総費用(円/km) 60
欠航率(％) 15
遅延時間(min) 45

項目 内容

被験者 東京都在住の20～60代の男女

実施期日 2014年1月10・11日
調査方法 webアンケート
サンプル数 400

対象地域
出発地：東京
目的地：宮古・猪苗代湖・小名浜・中禅寺湖・下田

調査内容

①交通機関選択
水上飛行機基本ケースでの交通機関選択を調査
②基本ケースの変動
水上飛行機基本ケースを変動させた際の
交通機関選択を調査

到着地 パターン 水上飛行機 鉄道・幹線バス 自動車
1 12 58 31
2 13 57 30
3 28 41 31
1 7 51 42
2 6 56 28
3 24 41 35
1 7 50 43
2 7 51 42
3 21 40 39
1 8 47 45
2 13 46 41
3 31 32 37
1 14 44 43
2 17 45 39
3 36 29 36

(数値の単位：％)

宮古

猪苗代湖

小名浜

中禅寺湖

下田

説明変数 パラメータ値 ｔ値

総費用 -0.000108 -9.87

総所要時間 -0.00487 -9.08
遅延時間 -0.0131 -6.6
欠航率 -3.09 -3.13
水上飛行機　定数項 0.0141 0.09
自動車　定数項 0.584 3.23
公共交通 ― ―
サンプル数
尤度比 0.089

6000

説明変数 パラメータ値 ｔ値

総費用 -0.00000183 -4.84

総所要時間 -0.00165 -5.4
遅延時間 -0.00846 -6.4
欠航率 -1.35 -4.76
水上飛行機　定数項 0.283 5.12
自動車　定数項 0.248 2.1
公共交通 5.55 6.08
サンプル数
尤度比

6000
0.099
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(1) 総費用変化による感度分析 

水上飛行機の総費用を変化させた際の感度分析の結果

を表-6に示す．パターン1は水上飛行機基本ケースの1.5

倍額，パターン2は水上飛行機基本ケース額，パターン3

は水上飛行機基本ケースの半額とした．その結果，基本

ケースより1..5倍に値上げした場合，水上飛行機の選択

確率は約2％低くなるが，半額に値下げをすると約3％高

くなる結果となった． 

 

(2) 欠航率変化による感度分析 

水上飛行機の欠航率を変化させた際の感度分析の結果

を表-7に示す．パターン1は水上飛行機基本ケースの

+10％，パターン2は水上飛行機基本ケース，パターン3

は水上飛行機基本ケースの-10％とした．その結果，基

本ケースから10％低くすると，水上飛行機の選択確率が

約3％高くなるが，基本ケースから10％高くすると水上

飛行機の選択確率が約2％低くなることがわかった．大

きな変動は得られなかったのは，パラメータ推定した際

の定数項に含まれる要因が強く影響していると考えられ

る． 

 

表-6 総費用変化による感度分析 

 

 

表-7 欠航率変化による感度分析 

 

6. おわりに 

 

本研究では水上飛行機の手段選択モデルを構築し，構

築したモデルを用いて鉄道・幹線バス，自動車と水上飛

行機の選択確率を感度分析より明らかにした．その結果，

水上飛行機の総費用，欠航率を変動させても大きな変動

は得られなかった．水上飛行機の需要を確保するために

は，料金設定をいかに鉄道・幹線バスに近づけるかが重

要であると考えられる． 

今後は，水上飛行機が充実したネットワークを確立す

るために，東日本地域だけではなく西日本地域にも着目

し，分析を行う必要がある．また，アンケート調査より

利用者は安全性を最も重要視していることが明らかとな

ったため，安全性を考慮したものや，事業採算性を検討

し，より実現性のある分析を行う必要がある． 
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到着地 パターン 水上飛行機 鉄道・幹線バス 自動車
1 24 54 22
2 29 51 21
3 34 47 19
1 24 51 25
2 26 50 24
3 29 48 23
1 23 46 31
2 25 45 30
3 27 44 29
1 27 48 25
2 28 47 25
3 30 46 24
1 27 49 24
2 29 48 23
3 30 47 23

(数値の単位：％)

宮古

猪苗代湖

小名浜

中禅寺湖

下田

到着地 パターン 水上飛行機 鉄道・幹線バス 自動車
1 26 52 21
2 29 51 21
3 32 49 20
1 24 52 25
2 26 50 24
3 29 48 23
1 23 47 31
2 25 45 30
3 28 43 29
1 26 49 26
2 28 47 25
3 31 45 24
1 26 50 24
2 29 48 23
3 32 46 22

(数値の単位：％)

宮古

猪苗代湖

小名浜

中禅寺湖

下田


